
 加東市では、地方公会計制度の統一的な基準に基づき、民間企業会計の考え方を導入し、一般会計のほか特

別会計や企業会計などを含めた加東市の資産と負債の全ての状況（令和５年度末）をまとめた４つの財務書類

を作成しました。これらを住民の皆様に公表することで、財政状況の透明化を図っています。 

【連結会計】貸借対照表（ＢＳ）

 市にどれだけの財産と借金があるか、その内訳はどのようなものかを表しています。

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

１．事業用資産・物品等 ･･･････ 443.1 億円  １．地方債 ･･･････ 354.2 億円 

（市役所・学校などの土地、建物など）  ２．退職手当引当金 ･･･････ 35.7 億円 

２．インフラ資産 ･･･････ 450.4 億円  ３．その他固定負債 ･･･････ 209.7 億円 

（道路・上下水道・橋などの土地、設備など）  ４．その他流動負債 ･･･････ 15.0 億円 

３．金融資産等 ･･･････ 236.4 億円  負債合計 ･･･････ 614.6 億円 

（預金、未収金、基金など） 純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

純資産合計 ･･･････ 515.3 億円 

資産合計 ･･･････ 1,129.9 億円  負債及び純資産合計 ･･･････ 1,129.9 億円 

【連結会計】資金収支計算書（ＣＦ） 【連結会計】純資産変動計算書（ＮＷ） 

現金の流れを示すものであり、その収支を性質に

応じて、区分して表示することで、市がどのような

活動に資金を使ったかを表しています。 

貸借対照表に計上されている純資産が、１年間で

どのように増減したかを表しています。 

 純資産の増減は、将来サービスに対する蓄えの増

減を意味します。 

令和5年度期首残高 ･･･････ 52.1 億円  令和5年度期首残高 ･･･････ 1,471.9 億円 

１．業務活動収支 ･･･････ 36.5 億円  １．純資産の増加 ･･･････ 311.5 億円 

（行政サービス実施による収支）  （市税収入、国・県などからの補助金など） 

２．投資活動収支 ･･･････ ▲49.8 億円  ２．純資産の減少 ･･･････ ▲299.9 億円 

（固定資産の購入・売却による収支） （資産の減価償却、純行政コスト） 

３．財務活動収支 ･･･････ 7.1 億円  ３．その他 ･･･････ ▲968.1 億円 

（借入・返済による収支） （その他調整差額） 

当期収支額(歳計外現金含む) ･･･････ ▲6.3 億円  当期変動額 ･･･････ ▲956.5 億円 

令和5年度期末残高 ･･･････ 45.8 億円  令和5年度期末残高 ･･･････ 515.4 億円 

※連結の範囲 

一般会計、特別会計、水道事業会計、下水道事業会計、病院事業会計、 

北播衛生事務組合、播磨内陸医務事業組合、北はりま消防組合、 

北播磨こども発達支援センター事務組合わかあゆ園、小野加東広域事務組合、 

小野加東加西環境施設事務組合、兵庫県市町村職員退職手当組合、 

兵庫県後期高齢者医療広域連合、兵庫県町議会議員公務災害補償組合、 

（株）夢街人とうじょう、(公財)加東文化振興財団 

令和5年度決算分に基づく住民１人当たりの換算額

令和５年１２月末の人口 ３９，６８１人          

○住民１人当たりの資産 284.7 万円 

〇住民１人当たりの負債 154.9 万円 

〇住民１人当たりの純資産 129.9 万円 

〇住民１人当たりに行政サービスを提供するために要する費用 75.6 万円 
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【連結会計】行政コスト計算書（ＰＬ）  財務書類から分かる加東市の現状 

現役世代にどれだけの行政サービスを提供したのかを

表しています。 

民間企業における『損益計算書』にあたります。 純資産比率（純資産合計÷資産合計）について

は、資産の形成が、これまでの世代の負担による

ものなのか、将来世代の負担となっていくのかを

表しています。この比率が高いほど、これまでの

世代による負担の割合が高いといえ、加東市では

45.6％となっています。 

現状では、5割が将来世代の負担となっていま

すが、今後見込まれる老朽化に伴う施設の更新に

ついては、計画的に公共施設の適正配置を進めて

いく必要があります。 

このほか、令和5年度は、社地域小中一貫校建

設工事及び加東市東条第一体育館耐震・長寿命化

改修及び空調設備整備工事などで貸借対照表の

事業用資産が増額となったことに伴い、地方債が

増額となっています。また、建物・土地の精緻化

に伴い、資産額が957.9億円減少となっています。 

そのほか、社会保障給付の増により行政コスト

計算書の補助・保障給付が増額となっています。 

また、基礎的財政収支（業務活動収支（支払利

息支出等を除く）＋投資活動収支）については、

社地域小中一貫校の整備を行ったことにより、大

きく減少となっています。

経常費用(Ａ) ･･･････ 344.7 億円  

１．人にかかるコスト ･･･････ 58.5 億円  

（職員給料など）  

２．物にかかるコスト ･･･････ 97.5 億円  

（消耗品、減価償却など）  

３．経費・業務関連コスト ･･･････ 5.3 億円  

（業務委託、利息の支払いなど）  

４．補助・保障給付 ･･･････ 183.4 億円  

（介護、国保給付費、市民や団体への補助金など）

経常収益(Ｂ) ･･･････ 49.2 億円  

１．使用料・手数料 ･･･････ 39.5 億円  

（行政サービスの利用者が負担する手数料など）

２．その他収益 ･･･････ 9.7 億円  

（貸付金に対する利息、賃貸料、その他雑入など）  

純経常行政コスト(Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) ･･･････ 295.5 億円  

臨時損失(Ｄ) ･･･････ 4.6 億円  

臨時利益(Ｅ) ･･･････ 0.2 億円  

純行政コスト(Ｃ)＋(Ｄ)－(Ｅ) ･･･････ 299.9 億円  

財務分析 

資産の状況 

有形固定資産減価償却率 : 55.3 ％ 
耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているの

かを全体として把握することができる。 

資産と負債の比率 

純資産比率 : 45.6 ％ 
経年比較することで現世代と将来世代の負担の割合を把握

することができる。 

負債の状況 

 基礎的財政収支 

（プライマリーバランス）
: ▲21.5 億円 

地方債の発行に頼らずに歳入歳出のバランスが均衡してい

るかを表すものとなる。 

行政コストの状況 

行政コスト対税収等比率 : 96.3 ％ 

当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コ

ストに費消されたのかを把握することができる。この比率が

100％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに

100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを

表す。
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